
政治資金規正法関係条文（抜粋）
（国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示）

第１９条の１６ 何人も、国会議員関係政治団体について、第２０条第１項の規定により報告書の要旨が公表さ

れた日から３年間、当該報告書を受理した総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に対し、当該報告書

に係る支出（人件費以外の経費の支出に限る。）のうち、第１２条第２項の規定により提出すべき領収書等

の写しに係る支出以外の支出に係る領収書等の写し（以下この条及び第３２条第１号において「少額領収

書等の写し」という。）の開示を請求することができる。ただし、国会議員関係政治団体でない間に行つた支

出に係る少額領収書等の写しについては、この限りでない。

２～４ （略）

５ 開示請求を受けた総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、当該開示請求が権利の濫用又は公の

秩序若しくは善良の風俗に反すると認められる場合に該当するときを除き、当該開示請求があつた日から

１０日以内に、当該開示請求に係る国会議員関係政治団体の会計責任者に対し、当該開示請求に係る少

額領収書等の写しの提出を命じなければならない。ただし、前項の規定により補正を求めた場合にあつて

は、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。

６ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、前項の規定による命令を受けたときは、当該命令があつた日か

ら２０日以内に、総務省令で定めるところにより、当該命令に係る少額領収書等の写しを総務大臣又は都

道府県の選挙管理委員会に提出しなければならない。ただし、当該命令に係る少額領収書等の写しに係る

支出がないとき又は当該命令に係る少額領収書等の写しと同一の少額領収書等の写しを既に提出してい

るときは、その旨を通知すれば足りる。

９



７ 第５項の規定による命令を受けた国会議員関係政治団体の会計責任者は、事務処理上の困難その他正当な

理由があるときは、総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会に対し、前項に規定する期間を総務省令で定

める相当の期間延長するよう求めることができる。

８ 国会議員関係政治団体の会計責任者は、前項の規定により期間の延長を求めるときは、第６項に規定する期

間内に、延長を求める期間、その理由その他総務省令で定める事項を記載した書面をもつてしなければなら

ない。

９ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第７項の規定による期間の延長の求めがあつたときは、第６項

に規定する期間を相当の期間延長するものとする。この場合において、総務大臣又は都道府県の選挙管理

委員会は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。

１０ （略）

１１ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、前項の規定により少額領収書等の写しの全部又は一部を開

示するときは、第６項の規定により当該少額領収書等の写しの提出があつた日（第５項の規定による命令に

係る少額領収書等の写しの全部について、第６項ただし書に規定する同一の少額領収書等の写しが既に提

出されているときは、同項ただし書の通知があつた日）から３０日以内に、その旨を決定し、開示請求者に対し、

その旨及び開示の実施に関し総務省令で定める事項を書面により通知しなければならない。

１２～１５ （略）

１６ 総務大臣又は都道府県の選挙管理委員会は、第５項の規定による命令に違反して当該国会議員関係政治

団体の会計責任者が少額領収書等の写しを提出しないときは、その旨を開示請求者に通知するとともに、そ

の旨並びに当該国会議員関係政治団体の名称及び主たる事務所の所在地を、遅滞なく、インターネットの利

用その他の適切な方法により公表するものとする。

１７～２２ （略） １０




